
教育委員会定例会日程

平成２３年５月２４日

１ 開 会

２ 前回会議録の承認

３ 会議録署名委員の決定

４ 議事

日程第１

議案第１９号

平成２３年度６月補正予算について （教育総務課、教育指導課、文化財課）

【非公開】

日程第２

議案第２０号

平成２４年度使用教科用図書の採択方針について （教育指導課）

日程第３

議案第２１号

小田原市文化財保護委員の委嘱について （文化財課）

５ 協議事項

（１）学校警察連携制度について （資料１ 教育指導課）

（２）小田原市スポーツ振興審議会委員の一部委嘱替えについて

（資料２ スポーツ課）

６ 報告事項

（１）平成２３年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価につ

いて （資料３ 教育総務課）

（２）小田原市教育委員会の事務の補助執行に係る連絡調整会議の設置について

（資料４ 教育総務課）

（３）学校生活における放射能対応について （資料５ 保健給食課）

（４）（仮称）おだわら生涯学習大学事業について （資料６ 生涯学習課）

（５）北村透谷碑の移転について （資料７ 文化財課）

７ 閉 会



議案第１９号

平成２３年度６月補正予算について

平成２３年度６月補正予算について、次のとおり申出するものとする。

平成２３年５月２４日提出

小田原市教育委員会

教育長 前田 輝男



議案第２０号

平成２４年度使用教科用図書の採択方針について

平成２４年度使用教科用図書の採択方針について、議決を求める。

平成２３年５月２４日提出

小田原市教育委員会

教育長 前田 輝男



教 科 用 図 書 採 択 方 針 （案）H23.5.24 提示

小田原市教育委員会

１ 平成２４年度使用教科書の採択について

（１） 小学校用教科書・中学校用教科書及び特別支援学校用教科書は、学校教育法附則第

９条の規定による教科書を除き、「教科書目録（平成２４年度使用）」に登載されてい

る教科書のうちから採択すること。

（２） 小田原市教科用図書採択検討委員会は教科書の採択についての協議の結果において、

種目ごとの種類を絞り込むことなく、すべての調査研究の結果を報告すること。平成

２４年度使用中学校用教科書については、「中学校用教科書目録（平成２４年度使用）」

に登載されている教科書から採択する。なお、平成２４年度使用小学校用教科書につ

いては、平成２３年度に採択したものと同一の教科書を採択する。特別支援学級用教

科書については、児童生徒の障がいの種類、能力、適正等をかんがみ、最もふさわし

い内容のものを採択すること。

（３） 小田原市教育委員会は、採択の公正確保に向けて、採択事務の円滑な遂行に支障を

来たさない範囲で、採択にいたる経過、採択理由などを公開し、開かれた採択に努め

るとともに、外部からの不当な働きかけ等により採択が歪められないよう静ひつな採

択環境を確保すること。

２ 教科用図書採択基準

（１） 文部科学省の「教科書編集趣意書」、県教育委員会の「調査研究の結果」等を踏まえ、

学習指導要領に基づいて調査研究し、採択する。

（２） 採択権限を有する者の責任において、公明・適正を期し、採択する。

（３） 学校、児童･生徒、地域等の特性を考慮して採択する。



議案第２１号

小田原市文化財保護委員の委嘱について

小田原市文化財保護委員の委嘱について、議決を求める。

平成２３年５月２４日提出

小田原市教育委員会

教育長 前田 輝男



小田原市文化財保護委員候補者名簿（案）

任 期 平成２３年６月１日～平成２５年５月３１日

氏 名 職 業 等 専 門 新・再

相 澤
あ い ざ わ

正 彦
まさひこ

成城大学文芸学部芸術学科教授 美術(絵画) 再任

岩 橋
い わ は し

清 美
き よ み

法政大学経済学部非常勤講師 歴史(近世史) 再任

岡 本
お か も と

孝 之
たかゆき

慶應義塾大学ＳＦＣ研究所准教授 歴史(考古) 再任

小笠原
お が さ わ ら

清
きよし

城郭研究家 城郭 再任

勝 山
か つ や ま

輝 男
て る お 神奈川県立生命の星・地球博物館

学芸員、企画普及課長
自然科学 再任

吉 良
き ら

芳 恵
よ し え

日本女子大学文学部史学科教授 歴史(近代史) 再任

鈴 木
す ず き

亘
わたる

工学博士 建築 再任

鳥 居
と り い

和 郎
か ず お 神奈川県立歴史博物館

企画普及課長・専門学芸員
歴史(中世史) 新任

中村
なかむら

ひろ
ひ ろ

子
こ 神奈川県文化財保護審議会委員

元神奈川大学教授
民俗 再任

松 島
ま つ し ま

義 章
よしあき 放送大学大学院客員教授

神奈川県文化財協会常任理事
自然科学 再任



１

学校と警察との相互連携に係る協定書 (案)

小田原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）と神奈川県警察本部（以下「警

察本部」という。）とは、児童・生徒支援のための学校と警察との相互連携について、

次のとおり協定を締結する。

また、協定の運用に当たっては、この協定の目的を逸脱することなく、児童・生徒に

対する指導・支援を行う上で、真に相互連携が必要な場合に限り、情報提供するものと

する。

（目的）

第１条 この協定は、教育委員会と警察本部が、相互に児童・生徒の個人情報を提供

し緊密に連携して児童・生徒支援に活用することにより、児童・生徒の健全育成、

非行防止及び犯罪被害防止を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において次の各号に揚げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。

(1) 非行集団 暴走族等、継続的に犯罪行為等を繰り返す集団をいう。

(2) 犯罪行為等 違法行為及び不良行為（飲酒、喫煙、深夜はいかいその他自己又

は他人の徳性を害する行為をいう。）をいう。

（連携機関）
第３条 この協定において、連携を行う機関（以下「連携機関」という。）は、次に

掲げるものとする。

(1) 教育委員会並びに小田原市立の小学校、中学校（以下「学校」という。）

(2) 警察本部及び神奈川県内に所在する警察署（以下「警察」という。）

(連携の内容)

第４条 連携機関は、一般的な連携はもとより、相互に児童・生徒の個人情報を提供

し、必要に応じて協議を行い、健全育成、非行防止及び犯罪被害防止を図るものと

する。

（情報提供する事案）

第５条 この協定により連携機関が提供する情報は、次の事案に係るものとする。

(1) 警察から学校へ提供する事案

ア 児童・生徒を逮捕又は身柄通告した事案
イ 非行集団に関係する児童・生徒の事案

ウ 児童・生徒の犯罪行為等のうち他の児童・生徒に影響を及ぼすおそれのある

事案

エ 児童・生徒が犯罪行為等を繰り返している事案

オ 児童・生徒が犯罪の被害に遭うおそれのある事案

(2) 学校から警察へ提供する事案

ア 犯罪行為等に関する事案

イ いじめ、児童虐待等に関する事案

ウ 非行集団に関する事案

エ 薬物等に関する事案

オ 児童・生徒が犯罪の被害に遭うおそれのある事案

資料 １
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（情報提供の内容）

第６条 学校と警察が提供する情報は、次の内容とする。

(1) 当該事案に係る児童・生徒の氏名及び住所並びに学校からの情報提供について

は、その他の学籍に関する内容

(2) 当該事案の概要に関する内容

(3) 当該事案に係る指導状況に関する内容

（連携の従事者及び方法）

第７条 情報提供の方法は、情報提供事案を取り扱った警察署長又は警察署長があらか

じめ指定する者及び校長又は校長があらかじめ指定する者が口頭又は文書により行

うものとする。
（秘密の保持）

第８条 連携機関は、収集した情報について、次の通り取扱うものとする。

(1) 秘密の保持を徹底する。

(2) 情報収集した文書の保存期限は１年とし、保存期限を過ぎた文書は確実に廃棄

する。

(3) 収集した情報は、この協定の目的以外の目的に利用し、又は連携機関以外のも

のに提供してはならない。

（連携機関の責務）

第９条 この協定に係る連携を行うに当たっては、連携機関は次の事項に努めなけれ

ばならない。

(1) 提供する情報については、正確を期すること。

(2) 児童・生徒への対応に当たっては、この協定の目的を踏まえ、教育効果及び健
全育成に配慮した適正な措置を講ずること。

(3) 警察は、収集した情報を犯罪捜査に利用しないこと。また、学校は、収集した

情報を児童・生徒に不利益処分を課すために利用しないこと。

(4) 学校が情報提供をするに当たっては、児童・生徒に対し保護者と連携して十分

な指導・支援を積み重ねた上で行うこと。

（検証）

第10条 連携機関は、この協定の運用状況について、毎年度検証し、その検証結果に

応じて必要な措置を講ずるものとする。

（協議）

第11条 この協定を円滑に実施するため、連携機関は必要に応じ、協議を行うことが

できる。

（施行）
第12条 この協定は、平成 年 月 日から施行する。

この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、小田原市教育委員会教育長

及び神奈川県警察本部長が記名押印の上、各自その１通を保有する。

平成２３年 月 日

小田原市教育委員会

教育長 前 田 輝 男 印

神 奈 川 県 警 察

本部長 久 我 英 一 印
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学校と警察との相互連携に係る実施要領(案)

小田原市教育委員会

目次

第１章 総則（第１条～第４条）

第２章 情報収集（第５条～第７条）

第３章 情報提供（第８条～第11条）

第４章 責務（第12条・第13条）

第５章 雑則（第14条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この要領は、児童・生徒支援のための学校と警察との相互連携に係る協定書（以

下「協定書」という。）に基づき、児童・生徒の健全育成、非行防止及び犯罪被害防止

のための情報提供及び情報収集の円滑な実施について必要な事項を定めるものとする。

（基本的考え方）

第２条 本制度は、教育的配慮のもとに運用されるものであり、警察への情報提供に当た

っては、児童・生徒に対し保護者と連携して十分な指導・支援を積み重ねた上で、情報

提供するものとする。

２ 警察から収集した情報をもって、当該児童・生徒に対して、不利益となる取扱いをす

ることなく、事案に関係する児童・生徒が健全な学校生活を送ることができるよう、保

護者や警察との連携のもとで継続的な指導・支援を行うものとする。

（個人情報の保護）

第３条 児童・生徒の個人情報については、小田原市教育委員会は個人情報保護条例の実

施機関として、警察は神奈川県個人情報保護条例の実施機関として、個人情報保護の重

要性にかんがみ、適正な取扱いを確保するものとする。

（連携の従事者等）

第４条 連携の従事者は、校長又は校長があらかじめ指定する者（以下「校長等」という。）

とし、本制度に係る情報の提供及び収集を行う。

２ 校長は、管理事務（連絡票の作成、管理、保管及び利用等に関する事務。）を総括する。

３ 情報の取扱者は、校長等とする。

第２章 情報収集

（本人・保護者への通知）

第５条 警察から情報を収集した場合は、原則として、校長等は収集した情報の内容を当

該生徒本人に、又は、当該児童の法定代理人である保護者に通知するものとする。

（連絡票の保存期間）

第６条 警察から情報を収集した場合は、校長等は「児童・生徒の健全育成を推進する連

絡票」（以下「連絡票」という）を原則として１年間（作成日の属する年度の来年度末）

保存する。

（教育委員会への報告）

第７条 警察から情報を収集した場合は、校長等は、「連絡票」の写しにより、速やかに

教育委員会に報告しなければならない。
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第３章 情報提供

（情報提供）

第８条 協定書第５条第２号に規定する事案のうち警察へ情報を提供することができる場

合は、次のとおりとする。

(1) 警察の有する専門的知識や手法が立ち直りのための支援又は指導に効果があると

見込まれる場合

(2) 児童・生徒の心身に重大な影響を及ぼすおそれのある場合

（本人・保護者への通知）

第９条 警察へ情報を提供する場合は、原則として、校長等は提供する情報の内容を当該

児童生徒本人に、又は、当該児童・生徒の法定代理人である保護者に通知するものとす

る。

（「連絡票」の作成及び保存期間）

第10条 警察へ情報を提供する場合は、校長等は「連絡票」を作成し、警察署長又は警察

署長があらかじめ指定する者に手渡しする。

２ 児童生徒の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない場合に口頭で

情報 を提供した場合は、あらためて校長等は「連絡票」を作成し、警察署長又は警察署

長があらかじめ指定する者に手渡しする。

３ 「連絡票」の保存期間は原則として１年間（作成日の属する年度の来年度末）とし、

その後、確実に廃棄するものとする。

（教育委員会への報告・承認）

第11条 校長等は、警察へ情報を提供する場合は、「連絡票」を作成し、事前に教育委員

会に提出して承認を得なければならない。ただし、児童・生徒の生命、身体又は財産の

安全を守るため緊急かつ、やむを得ない場合には、この限りではない。

２ 教育委員会は、情報提供の是非及び提供する内容について検討し、校長等に対して必

要な指導及び助言を行うものとする。

３ 第１項ただし書きに規定する場合は、校長等は、情報提供後「連絡票」の写しにより、

速やかに教育委員会に報告しなければならない。

第４章 責務

（校長の責務）

第12条 校長は、教職員にこの要領の趣旨を周知し、教職員が協力して適切に運用できる

体制を確立するとともに、児童・生徒及び保護者にこの要領の趣旨を周知し、保護者の

十分な理解、協力を求めるものとする。

（教育委員会の責務）

第13条 教育委員会は、児童・生徒の情報の取扱いについて、この要領の趣旨を逸脱する

ことなく、各事項が遵守されるように努めるとともに、校長等に対しては、必要な指導

及び助言を行うものとする。

第５章 雑則

（実施細目）

第14条 この要領の実施に当たり必要な事項は、教育長が別に定めることができる。

附 則

この要領は、平成 年 月 日から実施する。
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児童・生徒の健全育成を推進する連絡票

発 信 ・ 受 信 の 別 発信 ・ 受信 ＊いずれかを〇で囲む

発信・受信年月日時 平成 年 月 日（ ） 時 分

発 信 者

学校 ・ 警察署

氏 名

電話 （ ）

受 信 者

学校 ・ 警察署

氏 名

電話 （ ）

氏 名

生 年 月 日 年 月 日 （ 歳）

住 所

児 童 ・ 生 徒

学 年 ・ 組 年 組

事 案 の 概 要

学校が行った指導

関 係 当 事 者 へ の

連 絡 状 況
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＜参考＞神奈川県教育委員会による「学校警察連携制度Ｑ＆Ａ」

システムに関するＱ＆Ａ

質問

「学校警察連携制度」の対象となる児童・生徒は、誰ですか。

回答

対象は県内の県立学校（高等学校、中等教育学校、特別支援学校）に在籍する

児童・生徒が対象となります。

質問

どんなときに学校から警察に情報提供するのですか。

回答

違法行為を繰り返している事案や犯罪の被害に遭うおそれがある事案について、

警察と連携することで効果がある場合に情報提供を行い、非行の悪化や被害の発

生を未然に防ぎます。

・器物損壊などの違法行為を繰り返している事案

・ストーカー被害などの犯罪被害に遭うおそれがある事案

質問

どんなときに警察から学校に情報提供するのですか。

回答

違法行為を繰り返している事案や逮捕された事案について情報提供することで、

早い段階での立ち直りや学校復帰に向けた、より効果的な指導を行います。

・万引きや恐喝などの違法行為を繰り返している事案

・逮捕又は身柄通告された事案

質問

本人に通知されるのですか。

回答

学校が警察に情報提供した場合や警察から学校に情報提供があった場合には、

本人に対して、その旨を通知します。



７

質問

警察ではどのような支援をするのですか。

回答

警察署の少年担当者は、地元の非行集団からの離脱や悪影響を及ぼす成人

からの引き離しなど、再非行の防止に向けた取組みを行います。また、少年相談・

保護センターの少年相談員は専門的知識によるカウンセリングなど、本人や保護

者に対する相談活動を行います。

質問

この制度の情報提供は逮捕や懲戒処分を目的としたものなのですか。

回答

学校警察連携制度は、児童・生徒の非行防止、犯罪被害防止及び健全育成を

図るもので、学校における懲戒処分や警察における逮捕などを目的としたもので

はありません。



小田原市スポーツ振興審議会委員 候補者名簿

選 出 区 分 学識経験者

氏 名
くぼてら きよこ

久保寺 清子

住 所 小田原市小船

生 年 月 日 昭和３０年

委 嘱 期 間 平成２４年８月３１日まで

備 考 市立下中小学校長

〔前任者〕

選 出 区 分 学識経験者

氏 名
かとう ようこ

加藤 陽子

選 出 区 分 学識経験者

氏 名
あべ こうえい

阿部 幸栄

住 所 座間市立野台

生 年 月 日 昭和３０年

委 嘱 期 間 平成２４年８月３１日まで

備 考 県立山北高等学校長

〔前任者〕

選 出 区 分 学識経験者

氏 名
たかはし さとる

高橋 悟
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任期：平成２２年９月１日～平成２４年８月３１日

区分 選出区分 氏 名 役職名等 備考

平成２３年
４月１日～

高校校長会

(財)市体育協会

県立山北高等学校長阿部
あ べ

幸
こう

栄
えい

（財）小田原市体育協会副会長

平成２３年
４月１日～

中学校長会 市立城北中学校校長

市立下中小学校長小学校長会

(財)市体育協会 （財）小田原市体育協会理事

小田原市体育指導委員協議会長

学識経験者

（社）小田原医師会スポーツ医部会長
浜町小児科医院

小田原医師会 遠藤 郁夫
えんどう いくお

荒木 美那子
あらき みなこ

小田原女子短期大学教授

学識経験者 柊
ひいらぎ

幸伸
ゆきのぶ

学識経験者 関東学院大学教授鈴木 秀雄
すずき ひでお

国際医療福祉大学准教授

東海大学教授

関係行政機関の職員

小田原市老人クラブ連合会副会長

小田原市子ども会連絡協議会副会長

小澤
おざわ

芳信
よしのぶ

学識経験者

学識経験者

ス
ポ
ー

ツ
に
関
す
る
学
識
経
験
の
あ
る
者

県立体育センター事業部指導研究課長

学識経験者 川向 妙子
かわむかい たえこ

重本
しげもと

英生
ひでお

島田 文子
しまだ ふみこ

小田原市スポーツ振興審議会委員名簿

城 啓二
たち けいじ

久保寺
く ぼ て ら

清子
きよこ

市体育指導委員協議会 釼持 明
けんもつ あきら

冨澤 透
とみさわ とおる

鈴木 忠昭
すずき ただあき

江島 紘
えじま ひろし

(財)市体育協会 （財）小田原市体育協会広報部会員



平成２３年度教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について

１ 趣 旨

地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 36 年法律第 162 号)第２７条の規定に基づき、

小田原市教育委員会が行う教育に関する事務の管理及び執行の状況について、点検及び評価を実

施する。

この点検及び評価は、事務事業の実施状況の検証を行うことにより、課題や今後の方向性を明

らかにし、効果的な教育行政の推進を図っていくことを目的とする。また、点検及び評価の結果

を議会に報告し、及び公表することにより、市民への説明責任を果たしていくものとする。

２ 対 象

点検及び評価の対象は、平成２２年度に行った主要な事務事業の管理及び執行の状況とする。

３ 手 法

点検及び評価は、次の手法により実施するものとする。

① 平成２２年度に行った主要な事務事業について、教育行政に関する事務事業計画を踏まえて、

類型化し、項目立てを行う。

② 事務事業の項目ごとに、それを構成する主要な取り組み及び重点的な取り組みの実施状況の

点検をする。

③ 各取り組みの実施状況を点検した上で、事務事業の項目の評価を行う。

４ 手続き

点検及び評価の手続きは、次によるものとする。

① 点検及び評価案を教育委員会事務局において作成する。

② 教育委員会定例会において、点検及び評価案を協議する。

③ 点検及び評価案について、学識経験者からの意見を得る。

④ 教育委員と学識経験者との意見交換を行うとともに、点検及び評価案について教育委員から

の意見を得る。

④ 教育委員会定例会において、点検及び評価案を審議、議決する。

⑤ 点検及び評価の結果を小田原市議会に報告し、及び公表する。

根拠法令条文概略

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及

び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表し

なければならない。

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者

の知見の活用を図るものとする。
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○小田原市教育委員会の事務の補助執行に係る連絡調整会議設置要綱

（平成２３年４月１日）

小田原市教育委員会の事務の補助執行に係る連絡調整会議設置要綱

（設置）

第１条 小田原市教育委員会の権限に属する事務を市長の補助機関である職員に補助執行させるに

あたり、その連携を円滑に行うため、小田原市教育委員会の事務の補助執行に係る連絡調整会議

（以下「調整会議」という。）を設置する。

（組織）

第２条 調整会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。

２ 会長には教育部長を、副会長には文化部長及び子ども青少年部長をもって充てる。

３ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

５ 委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。

(1) 文化部副部長

(2) 子ども青少年部副部長

(3) 教育部副部長

（会議）

第３条 調整会議は、毎月、会長がこれを招集する。

（関係者の出席）

第４条 会長は、必要があると認めるときは、議事に関係のある者に出席を求め、その意見又は

説明を聴くことができる。

（庶務）

第５条 委員会の庶務は、教育部教育総務課において行う。

附 則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

資料 ４



























































「キャンパスおだわら」の開設について

今般、新総合計画が起動する平成２３年度を改革の出発点として、だれもが気軽に生涯学習に

取り組む機会や市民にとって分かりやすい講座体系を提供するとともに、今後のまちづくりの担

い手としての市民力を育成するため、「新しい公共」の創設ともいえる市民が主体となる「(仮称)

おだわら生涯学習大学」を４月１日に開設しました。

市民主体で運営することにより、より市民ニーズにあった学習講座の提供を可能とするととも

に、学習情報提供や学習相談窓口を一体化した運営により、さらなる生涯学習の推進が実現し、

学んだ成果を活かす機会を提供することに繋げていきます。

１ 名称の決定について

公募作品（応募総数 57 人、85 作品（うち重複 10 作品））の中から、平成 23 年 5 月 20 日開

催の第１回（仮称）おだわら生涯学習大学運営委員会で決定した。

【名称】 キャンパスおだわら

２ 開設イベントについて

広く一般に「キャンパスおだわら」を知っていただき、市民が事業に積極的に参加していた

だくことで、小田原市全体が学びのキャンパスとなり、まちじゅうが元気になる。その出発点

として、キャンパスおだわら開設イベントを開催する。

本イベントは、市民が主体となり、企画・立案したものであり、当日も市民が中心となり運

営される。

(1) 日時 平成 23 年 7 月 3 日（日）午後 1 時 30 分～4 時 30 分

(2) 場所 生涯学習センターけやき

(3) 対象 市内外を問わず、お子さんから高齢者まで

(4) 内容 ガイダンス、名称の発表、市長挨拶、リラックスタイム、記念講演、展示、

ミニ体験講座など

３ 開設講座について

従来の学習講座等を再編・見直し、受益者負担の明確化等、効率的な事業運営へ転換する。

【行政が企画する講座】（平成 23 年 5 月 20 日現在）

(1) 文学ナビ「白秋と小田原」

(2) おだわらのまちづくり講座～小田原ブランド 食育編～

(3) 小田原の歴史・文化講座「小田原の文化財を知ろう」

(4) 二宮尊徳に学ぶ生きる知恵「報徳塾」

【市民が企画する講座】（平成 23 年 5 月 20 日現在）

(1) きらめき☆おだわら塾 夏休みこどもおもしろ学校

（骨盤歪みチェックと姿勢、健康維持 ほか計 20 講座）

(2) きらめき☆おだわら塾 後期連続講座

（酒匂川みてあるき ほか計 33 講座）
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北村透谷碑の移転について

小田原城址公園の馬屋曲輪にあった北村透谷碑は、国指定史跡小田原城跡の

史跡整備事業に伴い平成２２年１２月に小田原文学館敷地内に無事移転し、去

る５月１５日に北村透谷碑移転除幕式実行委員会（委員長井上嘉夫氏）により

除幕式を開催いたしました。

なお、除幕式は３月１２日に予定していたものが東日本大震災により延期さ

れたものです。

１ 北村透谷碑建立・移転の経過

昭和 ２年頃 尾崎亮司氏、西村隆一氏が透谷碑建立を発起

昭和 ４年７月 小峯（大久保神社）に「透谷碑」建立

設計牧雅雄、揮毫島崎藤村

昭和 ８年５月１６日 「透谷碑除幕式」挙行

昭和２９年５月 小田原城址公園（馬屋曲輪）に移転

昭和２９年５月１５日 「北村透谷碑移転除幕式・遺稿伝達式」挙行

平成２２年１２月 小田原文学館に移転

平成２３年５月１５日 「北村透谷碑移転除幕式・記念講演」挙行

２ 移転後の状況
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